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「幼児期家庭教育学級事業」については、幼児教育・保育課の補助執行とすることにより、保護者会と園と園を所管する
幼児教育・保育課の連携が取れ、充実した事業展開ができると考える。
なおその場合、補助執行であるので、権限は引き続き教育委員会となる。

令和７年度 詳細評価シート
事業番号 B1101-2

事務事業名 家庭教育推進事業 事業期間 昭和６３年度以前

事
業
の
概
要
・
展
開

小牧市まちづくり推進計画
（R5年～R8年） 分野別計画編

基本
施策

11
展開
方向

「家庭教育学級事業」については、令和２年度組織改正により教育委員会であった生涯学習課が健康生きがい支え合い推進部文化・スポーツ課にとなった際に学校教育課へ移管され事務を行っている。
幼児期家庭教育学級事業委託、家庭教育推進事業委託は開催承諾した学級に対して4月ころに委託契約、３月ころに決算報告。
小中学校PTA連絡協議会補助金は小牧市ＰＴＡ連絡協議会負担金相当額を補助。

～ 令和９年度以降

担当部 教育委員会事務局 担当課・担当係 学校教育課　学校教育係

3

事業の目的・効果

幼稚園・保育園・小中学校の保護者に、家庭教育の重要性を啓発し、事業をとおして家庭教
育に関して学び、情報交換の機会とすることで、新たな発見や家庭教育への理解、家庭の教
育力の向上を図る。

事業概要

・幼児期家庭教育学級事業委託:保育園・幼稚園の学級に対し、子育てについての情報交換
と健全な家庭づくりを目的とする。
・家庭教育推進事業委託:市内各小中学校PTAに対して、家庭教育についての学習活動や
親子ふれあい活動を通して、家庭・学校・地域との連携を図ることを目的とする。
・小中学校PTA連絡協議会補助金

事業の経緯
・

年度計画

1 目 3 大 8 中1 事業区分 その他（評価対象） 款 10 項

事
業
費

項目 単位等 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5

その他

0会計年度任用職員 人 0 0

Ｒ6 Ｒ7

直接経費
決算額

財源
一般財源

千円

4,430 5,609 6,325

計（Ａ） 4,430 5,609 6,325 5,173

5,173

国・県支出金

予算額 千円 8,069 8,050 7,795 7,079 7,067

対前年比 ％ ― 126.61% 112.77% 81.79%

事業費合計（Ｃ＝Ａ+Ｂ） 千円 5,935 7,114 7,830 6,678

人件費（Ｂ） 千円 1,505 1,505 1,505 1,505

人件費 0

0.2正規職員 人 0.2 0.2 0.2

― ―

実績 13,080 18,871 23,435 20,122
指
標

指標ほか Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5

成果指標

Ｒ6 Ｒ7

学級参加者数 人
目標 ― ― ―

57

実績 42 44 45 44

目標 57 57

事務事業評価による額事業の方向性

E（廃止）業務自体を無くせるか

57 57

0

R（入替・代替）手順や担当を変えられるか

C（結合）作業をまとめられるか

今後の
実施内容

家庭教育学級事業委託については、予算に対する執行率、指標の減少をふまえ内容・委託金額等につ
いて引き続き検討を行っていく。
検討内容
・幼児期家庭教育学級：決算返還金額と比較し、委託金額の妥当性、学級開催時間数の妥当性を事務
削減も加味しながらに探る。
・家庭教育推進事業委託:決算返還金額と比較し、委託金額の妥当性を事務削減も加味しながら探
る。

学級参加者数、学級開設校・園数はいずれも前年度より減少する結果となった。

事業の目的の
達成状況

及び
指標の

達成状況

No

No

Yes

事
業
の
実
施
状
況

S（単純化）もっと簡単にできるか

実施計画事業
評価対象年度

活動指標 学級開設校・園数 校・園

維　持（改　善）


